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第２回 苫小牧市介護保険事業等運営委員会 議事録 

日  時  令和８年７月２２日（水） １８時３０分～１９時４０分
場  所  市役所本庁舎９階 議会大会議室 
出席委員  堀田哲也委員長、阿部雅人副委員長、須藤雅博委員、髙澤由美委員、
(欠席１名)  村中聡委員、田中崇雄委員、竹瀬聖慈委員、伊藤純子委員、在家豊委員、 

畠山勝城委員、池崎一士委員、石川進委員 
事 務 局  木澤健康福祉部長、中村健康福祉部次長、小林保健医療介護推進室長、

佐藤介護福祉課長、沖介護福祉課長補佐、南川健康づくり課長、村上総
合福祉課長、田仲介護福祉課介護保険係長、佐藤（裕）介護福祉課地域
包括係長、佐藤（翼）介護福祉課事業支援係長、島田介護福祉課地域包
括係主査、鹿股介護福祉課介護保険係主査、株式会社ぎょうせい 澤村 
氏・河嶋氏 

議  事 〈報告事項〉
    （１）第９期介護保険事業計画の進捗状況等について 
    （２）第 10 期介護保険事業計画策定に向けたアンケート調査結果について 

〈協議事項〉
    （１）第 10 期介護保険事業計画の基本方針について 
    （２）その他 

議 事 録 
〈 開 会 〉１８時３０分 
〈委員変更の報告〉
【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 ただいまから介護保険事業等運営委員会を開催いたします。本日は、榎本郁子委員
から欠席とのご連絡を受けておりますので、ご報告いたします。 
 また、議事に入ります前に、委員の変更についてご報告いたします。北海道看護協
会苫小牧支部からの委員を髙澤由美委員に、苫小牧市社会福祉協議会からの委員を村
中聡委員に、北海道薬剤師会苫小牧支部からの委員を須藤雅博委員に変更となりまし
たので、ご報告いたします。委嘱状につきましては、直接の交付は控えることとし、
委員のお手元に配布させていただきましたので、よろしくお願いいたします。 
 それでは、本日の議事に移ります。会議の進行は、本運営委員会設置要綱第５条に
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基づきまして、委員長にお願いいたします。堀田委員長、よろしくお願いいたします。 

【堀田委員長】
 それでは、早速ですが、報告事項の１番「第９期介護保険事業計画の進捗状況等に
ついて」に入ります。事務局から説明を求めます。 

〈報告事項〉
（１）第９期介護保険事業計画の進捗状況等について 

【事務局（鹿股介護保険係主査）】 
 それでは、報告事項の１番、第９期介護保険事業計画の進捗状況等について、説明
させていただきます。 
事前にお配りしております、資料１－１及び資料１－２を御覧ください。
まず、資料の説明ですが、資料１－１につきましては、第９期介護保険事業計画に
掲げております 73 の施策や取組について、担当課の自己評価内容を総括したもので
ございます。続いて、資料１－２につきましては、第９期計画で掲げた 73 の施策や
取組ごとの詳細な自己評価結果を記載しているものでございます。 
時間の都合上、すべての項目についての説明は出来ませんので、資料１－１に沿っ
て説明させていただきます。 
 なお、説明に入ります前に、お配りした資料に一部誤りがございましたので、お詫
びして訂正いたします。基本目標１の事業№09「歯周病検診」の自己評価を「Ｂ」と
しておりましたが、正しくは「Ａ」でございます。詳細はお手元の正誤表のとおりで
すので、ご確認をお願いいたします。 
それでは、資料１－１の１ページをお願いいたします。
 まず、施策評価についてでございますが、数値目標を設定している施策と数値目標
を設定していない施策について、それぞれ、表にお示しのとおり担当課の自己評価を、
ＡからＤまでの４段階で評価しています。また、第９期介護保険事業計画から、四つ
の基本目標ごとに客観的な成果指標を設定し、令和７年度に実施したアンケート結果
等を踏まえた評価を実施しておりますので、その結果についてもまとめております。 
 それでは、成果指標と各事業の達成状況につきまして、基本目標ごとにご説明させ
ていただきます。 
基本目標１は、自ら健康づくり、介護予防に取り組む暮らしの実現についてです。 
 １番、成果指標の評価。介護度の維持・改善率については、年度における介護認定
の更新・区分変更審査結果のうち、介護度維持・改善者の割合を比較したものでござ
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います。第８期計画最終年度である令和４年度実績として、介護度の維持・改善者の
割合は 48.7％でしたが、令和７年度実績は 46.7％で、2.0 ポイントの減少となりまし
た。 
 次に、地域活動等へ参加していない高齢者の割合ですが、令和７年度に実施した介
護予防・日常生活圏域ニーズ調査のうち、介護予防のための通いの場や収入ある仕事
等への参加頻度で、「参加していない」の回答割合は令和４年度の 62.9％から、令和
７年度は 65.3％へと、2.4 ポイントの増加となっております。 
 いずれの指標も目標達成には至らず、高齢者の介護予防活動・社会参加への参加促
進が、引き続き大きな課題であることが明らかになりました。特に、通いの場や就労
等へ「参加していない」層への働きかけが重要と考えられます。 
 続いて、２番、主な事業の評価ですが、全 24 項目のうち、Ａ評価が 12 項目、Ｂ評
価 11 項目、Ｃ評価 1 項目と、大半がおおむね目標どおりに進捗しました。健康づく
りの根幹となる健診・検診分野では、生活習慣病の予防・早期発見に取り組みました
が、「各種がん検診」や「特定健康診査」は目標に届かず、受診率・受検率の向上が引
き続き課題となっています。 
 続いて、２ページをお願いいたします。それでは、各事業の達成状況につきまして、
特徴的な項目を中心に説明させていただきます。 
 まず、事業№21 の介護予防普及啓発事業は、出前講座や講演会の開催等を通じて、
運動機能向上・口腔機能向上・栄養改善・認知機能向上等、介護予防に関する普及啓
発等を実施するとともに、地域づくりの視点を持って多様な通いの場を拡充すること
で、介護予防につなげるものでございます。令和７年度実績として、介護予防講演会
を２回、出前講座を 14 回実施し、前年度より参加人数は約 200 名増え、普及啓発は
順調に進めることができたものと考えております。一方、多様な通いの場は目標 180
か所に対し、実績は 171 か所となっており、新たな通いの場の創出が課題となりまし
た。 
 続いて、事業№22 の地域介護予防活動支援事業は、体操や趣味の相手などのコミュ
ニケーションを通じ、地域貢献及び自らの介護予防・生きがいづくりを目的とした介
護支援いきいきポイント事業や、高齢者が自分の力で元気に生活できるようにするた
めのシルバーリハビリ体操指導士の育成等を行うものでございます。令和７年度実績
として、シルバーリハビリ体操指導士養成講座において、新規指導士を 23 人認定し、
指導士は累計 120 人となり、目標の 97 人を大幅に超える結果となりました。また、
シルバーリハビリ体操指導士会を発足したことにより、指導士同士の連携や情報共有、
自主的な活動を推進する体制が整い、介護予防を通じた地域づくりの基盤形成につな
がっております。 
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 ３ページをお願いいたします。総括といたしまして、健康づくり・介護予防・社会
参加の各分野で着実な取組が進み、特にシルバーリハビリ体操を軸とした住民主体の
介護予防活動が着実に広がりをみせています。その一方で、二つの成果指標がいずれ
も未達となり、介護予防活動・社会参加への「参加していない層」の掘り起こしと、
新たな通いの場の創出が、第 10 期に向けた重点課題として明確になりました。 
基本目標２、住民や多様な主体による地域の支え合い体制の促進についてです。 
 １番、成果指標の評価。身近な方以外の相談先がない高齢者の割合につきましては、
前回調査では 43.3％でしたが、今回調査では 42.0％と 1.3 ポイントの減少となりまし
た。続いて、認知症に関する相談窓口の認知度につきましては、前回調査では「認知
症に関する相談窓口を知っている」の回答割合は25.7％でしたが、今回調査では26.2％
と 0.5 ポイントの増加となりました。 
 認知症に関する普及啓発や地域での様々な活動を通じて、どちらとも目標を達成す
ることとなりましたが、大幅な改善は見られなかったことと、相談窓口の認知度は依
然として３割に満たないことから、引き続き各種事業を継続して実施し、さらなる普
及啓発等に努めてまいります。 
 続いて、２番、主な事業の評価ですが、全 29 項目のうち、Ａ評価 17 項目、Ｂ評価
12 項目となり、Ｃ・Ｄ評価はありませんでした。認知症施策や見守り・権利擁護など、
住民・多様な主体と連携した支え合いの取組が全体的に順調に進捗しているものと考
えております。 
 続いて、４ページをお願いいたします。各事業の達成状況の特徴的な項目について
説明させていただきます。 
 事業№１、認知症に関する普及啓発ですが、認知症について正しく理解し、地域全
体で支え合う機運を高めることをテーマに、認知症市民フォーラムを開催し、定員を
超える申込みがあり、参加者からは「とても参考になった」などの声を多くいただき、
大変好評いただく結果となっております。 
 続いて、事業№５、認知症サポーター等養成事業ですが、実績といたしましては、
令和７年度末で、認知症サポーター養成者数は 36‚741 人となり、第９期介護保険事業
計画の令和８年度目標である 35‚000 人を達成しました。また、令和７年４月より「認
知症サポーターのいるお店・事業所」登録制度を開始し、協力店舗を可視化すること
で、認知症の人や家族が安心して外出できる環境づくりを推進しました。今後も地域
全体で認知症の方を支える基盤を強化するため、サポーターの養成等に努めてまいり
ます。 
 続いて、事業№６、認知症サポーター活動促進事業ですが、全地域包括支援センタ
ー及び社会福祉協議会にコーディネーターを配置し、認知症カフェを拠点とするチー
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ムオレンジが活動を開始し、認知症の人と支援者をつなぐ体制づくりが進展しており
ます。 
 続いて、事業№10、生活支援体制整備事業は、地域全体で高齢者の生活を支える体
制づくりのため、地域の困りごととボランティアのマッチングや、地域のネットワー
クの構築等に取り組むものでございます。令和７年度の実績といたしまして、ボラン
ティアの新規登録者数が 15 名、全登録者数が 162 名、新規の利用登録者数が 11 名と
なっております。主な活動内容として、買い物支援等の単発ボランティア事業「だけ
ボラ」における灯油配達において新規企業とのマッチングを行うことができたほか、
勇払地区でのオンライン診療及びＡＩタクシー実証事業への関与を通じ、新たな社会
資源の創出に貢献いたしました。 
 ５ページをお願いいたします。総括といたしまして、認知症施策・見守り・権利擁
護・在宅介護支援など、住民や多様な主体と連携した地域の支え合い体制づくりが着
実に進展し、二つの成果指標もともに達成しました。特に、認知症地域支援推進員を
核とした普及啓発やチームオレンジの始動、生活支援コーディネーターによる新たな
社会資源の創出など、地域包括ケアシステムの深化に向けた基盤が着実に整いつつあ
るものと考えております。今後は、チームオレンジ活動の充実や相談窓口の一層の周
知など、支え合いの「場」と「つながり」の充実が重点課題となります。 
基本目標３、介護保険事業の適正な運用・体制の整備についてです。 
 １番、成果指標の評価。介護事業所における欠員数につきまして、前回調査におい
て、欠員となっている職員の欠員数の合計値は 112 でしたが、今回調査では 78 とな
りました。数値としては減少となりましたが、いまだ多くの事業所において職員の確
保に苦慮しているという現状であるものと認識しており、今後とも各事業を継続する
とともに、事業所の皆様のお声を聞きながら、効果的な支援を実施できるよう努めて
まいります。 
 続いて、２番、主な事業の評価ですが、全９項目のうち、Ａ評価 3項目、Ｂ評価 6
項目となり、Ｃ・Ｄ評価はありませんでした。事業所への指導・支援や情報提供、業
務効率化が着実に進展する一方、利用者負担軽減や介護人材確保などで目標をわずか
に下回る事業がありました。 
 次に、各事業の達成状況の特徴的な項目について説明させていただきます。６ペー
ジをお願いいたします。 
 事業№１、地域密着型サービス事業所への指導・支援について、令和７年度の実績
といたしましては、介護サービス事業所への運営指導数を 30 件実施したほか、年度
末にオンラインでの集団指導を実施し、各事業所で振り返りができるよう、アーカイ
ブ動画の配信を行いました。また、北海道認知症グループホーム協会及び苫小牧グル
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ープホーム連絡会が実施する研修にそれぞれ講師として参加したほか、介護支援専門
員を対象とした研修会を２回開催し、ケアマネジメントの質の向上等を図ることがで
きたものと考えております。加えて、令和７年度からはインスタグラムを開設し、情
報発信を強化しております。 
 続いて、事業№３、介護現場の業務効率化は、介護現場における事務負担軽減を図
るため、介護ロボットやＩＣＴの活用促進に向けた講習会の開催や、北海道等の補助
金を活用した支援を行うほか、市への提出書類の簡素化や様式の見直し、業務マニュ
アルの整備を行うものでございます。令和７年度の実績といたしまして、苫小牧市介
護現場生産性向上講習会を開催し、介護ロボット・ＩＣＴ機器・ケアプランデータ連
携システムのデモ機の展示や、厚生労働省担当者・道内の特別養護老人ホーム等の担
当者による生産性向上に関する講義を行いました。また、事業所からの指定申請機能
等のウェブ入力・電子申請を可能とする「電子申請届出システム」の利用を促し、事
業所からの問い合わせに対応・助言を実施したほか、支援金の交付に関する書類の簡
素化を実施するなど、各事業所における事務負担の軽減を図りました。さらに、今月
から、ケアプランデータ連携システムの活用促進に向けた委託事業者による伴走支援
を実施するなど、引き続き業務効率化に向けた支援を実施してまいります。 
 事業№７、介護職員就業支援事業は、介護人材不足の改善のため、人材の確保・離
職防止・長期定着に資する事業を行うほか、介護事業所に就業する外国人介護人材の
生活について支援を行い、本市が外国人に選ばれる環境の整備や、介護事業所等に勤
務する方に対し、介護資格取得のための研修受講等に関する支援を行うものでござい
ます。令和７年度の実績としまして、介護職員研修費等補助事業の助成件数は、評価
指標 40 件に対し 38 件であったことから、評価をＢといたしました。また、外国人介
護人材生活支援事業により、来日して介護の仕事を始める外国人 21 名（５法人、９
施設分）について、日常生活に必要な物品を購入するに当たり、必要となる費用の一
部補助を実施したほか、訪問介護事業所 17 件に対して採用活動経費の補助を実施い
たしました。今後の対応としましては、対象事業所に対してより一層の事業周知に励
むとともに、採用活動費の補助対象を訪問介護事業所以外のサービス種別へも拡大す
るなど、事業の改善を行ってまいります。 
 総括といたしましては、事業所への指導・支援や情報提供、介護ロボット・ＩＣＴ
を活用した業務効率化に進展が見られ、成果指標である介護事業所の欠員数も 112 か
ら 78 へと減少しました。しかし、介護事業所へのアンケートでは依然として人材確
保に課題を抱える事業所が多くみられ、欠員数の減少をもって人材不足が解消された
とは言えない状況です。今後は、介護給付の適正化と介護人材の確保と生産性向上の
推進を軸に、持続可能な介護保険事業の運営体制の整備を進めていく必要があります。 
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続いて、７ページをお願いいたします。基本目標４、いつまでも地域で安心して暮ら
し続けられる生活環境の整備についてです。 
 １番、成果指標の評価。介護施設の待機者数ですが、当初の待機者調査における待
機者数は、グループホームで 57 人、特別養護老人ホームで 89 人でしたが、令和７年
12 月の調査結果では、グループホームで 40 人、特別養護老人ホームで 50 人となりま
した。第９期計画期間において、施設整備が進んだことなどにより待機者の減少につ
ながったものと考えておりますが、今後も将来的な推計値を見据えたうえで、必要に
応じた生活環境の整備に努めてまいります。 
 続いて、２番、主な事業の評価ですが、全 12 項目のうち、Ａ評価 7項目、Ｂ評価 5
項目となり、Ｃ・Ｄ評価はありませんでした。住まい・防災・介護施設の災害／感染
症対策などが着実に進展する一方、交通手段の確保や緊急通報システムなどで目標を
わずかに下回る事業がありました。 
 次に、各事業の達成状況の特徴的な項目について説明させていただきます。８ペー
ジをお願いいたします。 
 事業№11、介護施設等の災害対策について、令和７年度の実績といたしまして、令
和７年７月及び 12 月に市内に津波警報及び注意報が発令されたことを踏まえ、危機
管理室担当職員に依頼し、災害への備え等について各事業所に対し講義を行いました。
介護施設等における災害対応体制の整備に向けた指導・支援を着実に実施できたこと
から、評価をＡといたしました。今後も引き続き指導・助言を行い、自然災害等に対
する体制を整備してまいります。 
 続いて、事業№12、介護施設等の感染症対策について、令和７年度の実績といたし
まして、感染症の感染拡大に対し、日頃から情報提供を実施したほか、市通所介護連
絡会が主催する感染症対策講習に参加し、感染管理認定看護師から介護事業所におけ
る感染症対策についての講義を受け、介護施設等に対する感染症対策の支援を継続的
に実施し、重症化リスクの高い高齢者の保護に寄与できたことから、評価をＡといた
しました。引き続き取組を継続し、感染症対策への支援を行ってまいります。 
 総括といたしましては、住まいのバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化や防災
備蓄の充実、介護施設の災害・感染症対策など、地域で安心して暮らし続けられる生
活環境の整備に努めました。特に、度重なる津波警報等を踏まえた介護施設への災害
対策支援など、実践的な取組が進みました。今後は、交通手段の確保に努めるととも
に、住まいの確保については住宅部局と福祉部局が連携して支援していくことも重要
となっています。 
 以上が、第９期計画の事業実績・施策評価についての説明となります。 
続きまして、資料１－３を御覧ください。こちらの資料は、令和７年度の介護給付の



8

状況につきまして、第９期計画で定めた数値との比較を行い、増減理由の分析をまと
めたものでございます。一番下の行を御覧いただきたいと思いますが、介護保険給付
全体としましては、計画値に対する実績値の割合は 102.8％となっておりますので、
おおむね計画どおりに推移しているものと考えております。なお、サービスごとの比
較や、乖離が生じた理由等の詳細につきましては、資料をご参照いただければと思い
ます。 
 続きまして、参考資料として配布しておりますＡ３版の「第９期計画期間における
介護保険給付実績値と計画値の比較・増減の概要」という資料ですが、こちらは第９
期計画期間における介護給付の状況について、計画値と実績値を比較した資料となり
ます。内容の詳細につきましては、説明を省略させていただきます。 
 以上で、事務局からの説明を終わります。 

【堀田委員長】
 ただいま事務局から説明がありましたが、皆様からご質問・ご意見はございますか。 

【村中委員（苫小牧市社会福祉協議会）】 
 ５ページの介護事業所の欠員数が 112 から 78 へ減少している点は、よい傾向だと
思います。ただ、依然として人材不足はあると思われますので、今後の取組内容があ
ればお聞かせください。 

【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 欠員数は減少しているものの、増減には波があると捉えております。事業所からは、
依然として人材確保に苦慮しているとの声を多くお聞きします。人材確保に向けた取
組としては、研修費の補助事業や、外国人材を雇用する事業所への生活環境整備費用
の補助を行っており、外国人材は年々増加しております。 
また、スポットワークの活用も市内の事業所で進んでおります。その考え方が十分に
浸透していない面もあるため、適正な利活用に向けて行政としてどのようにアプロー
チできるかが、今後の課題と考えております。人材確保が難しい状況が続く中、国も
推進する生産性向上の取組を、さらに進めていく必要があると認識しております。 

【堀田委員長】
 ありがとうございます。その他、ご質問・ご意見はございませんか。 

【池崎委員（高齢者等の地域ケアを進める会）】 
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 7 ページの公共施設のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の推進について、
明野 7号公園ほか 4か所と記載があります。対象は高齢者に限りませんが、高齢者の
外出を促す観点から、バリアフリー化を積極的に進めていただきたいと考えます。ま
た、高齢者の多い地域を重点的に支援するという考え方もあるかと思いますが、いか
がでしょうか。 

【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 本事業は都市建設部が整備を担っており、予算も伴いますが、高齢者の多い地域に
優先的に整備するという考え方は重要と考えます。本日は所管の担当が出席しており
ませんので、いただいたご提案は担当部局に伝えてまいります。 

【堀田委員長】
 その他、何かご意見・ご質問はございますか。 
 なければ、次に報告事項の２番「第 10 期介護保険事業計画策定に向けたアンケー
ト調査結果について」に入ります。事務局から説明をお願いします。 

〈報告事項〉
（２）第 10 期介護保険事業計画策定に向けたアンケート調査結果について 

【事務局（鹿股介護保険係主査）】 
 報告事項の２番、第 10 期介護保険事業計画策定に向けたアンケート調査結果につ
いて、資料２によりご説明いたします。 
 前回、第１回の運営委員会におきまして、計画策定に向けて行いますアンケート調
査の内容につきまして、ご説明したところでございます。その後、これらの調査を実
施し、結果を取りまとめましたので、本日ご報告させていただくものでございます。 
 それでは、まず１ページをお願いいたします。調査の概要でございます。今回、計
画策定にあたり６種類の調査を実施いたしました。大きく分けますと、介護サービス
を利用されている方やそのご家族に伺った三つの調査、市内の介護事業所に伺った二
つの調査、そして今回初めて、認知症のご本人やご家族に直接伺った「認知症当事者
調査」でございます。 
 それでは、調査結果を、「どなたの視点から見たものか」という五つの切り口で、順
にご説明いたします。 
 まず、２ページをお願いいたします。２ページから 10 ページまで、要介護認定者・
家族介護者の視点からの傾向、こちらは要介護認定を受けている方と、その方を介護
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しているご家族の視点からみた傾向でございます。ここでは、ご家族が仕事と介護を
どう両立させているか、どんな介護に不安を感じているか、そしてどこで暮らし続け
たいと考えているかが見えてまいります。 
 ３ページをお願いいたします。まず、ご家族の中で介護の中心を担っている方の年
齢をみますと、50 代・60 代で半数を占めており、その多くがお仕事をしながら介護
をされています。 
 ５ページをお願いいたします。そうした働きながら介護をされている方のうち、勤
務時間を短くするなど調整している方の約４割が、「今のまま仕事と介護を続けてい
くのは難しい」と答えておられます。仕事と介護をどう両立させるかが、大きな課題
となっております。 
 次に６ページをお願いいたします。ご家族が実際に行っている介護の内容をみます
と、要介護度が重くなるほど、金銭の管理から食事の準備、家事まで、介護の範囲が
多岐にわたり広がっていくことがわかります。 
 次に７ページをお願いいたします。ご家族が「特に不安だ」と感じている介護は何
かを伺ったところ、最も多かったのは「認知症の症状への対応」でございました。 
 次に９ページをお願いいたします。「苫小牧市で足りないと思う施設はどれか」を
伺った結果でございます。サービスを使っている方も、使っていない方も、そろって
「特別養護老人ホーム」を最も多く挙げておられます。 
 次に 10 ページをお願いいたします。「これからどこで暮らしたいか」という希望で
ございます。「できれば自宅で暮らし続けたい」と答えた方が、サービスを使っていな
い方で 57.9％、使っている方で 60.1％と、いずれも約６割にのぼりました。自宅での
暮らしを望む一方で、いざという時には施設や、短期間預かってもらえるショートス
テイに頼りたいという、両方の備えを求める声が読み取れます。 
 次に 11 ページをお願いいたします。（２）認知症当事者の傾向、こちらは認知症の
ご本人と、そのご家族の視点でございます。ここでは、認知症の症状に気づいてから、
相談や医療につながるまでにどれくらいの時間がかかっているか、そしてどのような
支援が求められているかが見えてまいります。今回初めて、認知症のご本人やご家族
に直接お話を伺いました。それによりますと、認知症の症状が現れてから、市役所や
地域包括支援センターといった相談窓口につながるまでに、平均で２年４か月、専門
のお医者さんの受診につながるまでに、平均で２年１か月かかっているという結果で
ございました。必要な支援としましては「困ったときに相談できる窓口」を最も多く
挙げておられ、症状に早く気づき、早く相談・受診につなげる仕組みづくりの大切さ
が、当事者のお声から改めて見えてまいりました。 
 次に 12 ページをお願いいたします。（３）介護保険サービス事業者の視点からの傾
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向、こちらは介護サービスを提供している事業所、いわば介護の担い手側の視点でご
ざいます。ここでは、そこで働く職員の状況や、事業所が抱えている課題が見えてま
いります。まず、そこで働く職員の年齢をみますと、常勤職員では 50 代が最も多く、
非常勤の職員では 60 代が最も多く、50 代以上で６割を占めており、働き手そのもの
の高齢化が進んでおります。 
 13 ページをお願いいたします。事業所全体で足りていない職員、いわゆる欠員の数
は、前回の調査より 34 人減少しているものの、市全体で 78 人にのぼりました。14 ペ
ージをお願いいたします。事業所が抱える課題は「職員を確保できない」が 38.2％で
最も多く、その打開策としては「給与の引き上げ」が 69.1％と最も多く挙げられまし
た。給与などの待遇の改善と、働きやすい職場づくりの両面から、担い手を支えてい
く必要がございます。 
 次に 17 ページをお願いいたします。（４）元気な高齢者の視点からの傾向、こちら
はまだ介護を必要としていない、お元気な高齢者の視点でございます。ここでは、日々
の暮らしぶりや、人や地域とのつながりの状況が見えてまいります。まず、ひとり暮
らしの高齢者の４割以上が、ふだん誰かと一緒ではなく一人で食事をとっておられ、
特に外出の少ない方でその傾向が強くなっておりました。 
 19 ページをお願いいたします。認知症の相談窓口を「知っている」と答えた方は全
体で 26.2％にとどまっており、一人暮らしの方の孤立を防ぐことと、相談窓口をもっ
と知っていただくことが、引き続きの課題でございます。 
 続きまして、20 ページをお願いいたします。地域の活動に参加したいという気持ち
や、地域とのつながりの感じ方を伺った結果でございます。これらは、男女でみても、
また市街地とそれ以外の地区でみても、大きな差はみられませんでした。このことは、
きっかけや役割さえあれば、男性を含めて、地域活動に参加してみたいという方が一
定数いらっしゃることを示していると考えられます。また、「もしもの時に相談した
り助けてくれたりする人がいない」と答えた方が、各地区で４％から８％台みられ、
いざという時に頼れる相手がいない方が、どの地域にも一定数いらっしゃると考えら
れます。 
 最後に 23 ページをお願いいたします。（５）要介護リスクの傾向、こちらは要介護
になる前の段階で、どのようなリスクを抱えているかという視点でございます。ここ
では、お元気な高齢者の回答をもとに、将来、介護が必要になりやすい兆候がどのく
らいあるかを見てまいります。最も多かったのは、物忘れなどの「認知症のリスク」
で 55.9％と半数以上、次いで気分の落ち込みなどの「うつ傾向」が 38.5％でございま
した。前回調査と比べますと、認知症・うつ・閉じこもりのリスクは改善している一
方で、転倒など体の機能に関わるリスクは高まっております。24 ページ以降は項目ご
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との詳しい分析でございますが、いずれも年齢が高い方ほど、また介護度が重い方ほ
ど、リスクを抱える割合が高くなるという傾向が共通してみられました。詳細は、お
時間の都合上、省略させていただきます。 
 以上をまとめますと、「自宅で暮らしたいという希望と、施設への備えの両立」「仕
事と介護の両立支援」「認知症に早く気づき相談につなげる体制」「介護の担い手の確
保」「認知症・うつなどの予防」、この五つが、第 10 期計画に向けた主な論点として
浮かび上がってまいりました。 
 以上で、アンケート調査結果の説明を終わります。 

【堀田委員長】
 ありがとうございました。ただいまの説明について、皆様からご質問・ご意見はご
ざいますか。 

【池崎委員】 
 19 ページについて、認知症の症状がある方では相談窓口を知っている割合が 43.1％
である一方、全体では 26.2％となっています。この差が生じる要因が分かれば教えて
ください。 

【事務局（鹿股介護保険係主査）】 
 本人またはご家族に認知症の症状がある方が相談窓口を知っている割合が全体よ
り高い理由としては、認知症カフェや介護サービス等を通じて相談窓口を知る機会が
多いためと考えております。 

【堀田委員長】
 その他、ご質問・ご意見はございますか。9 ページについて、特別養護老人ホーム
が不足しているという実態と、アンケート結果は一致しているのでしょうか。入所を
希望しても数が少ないということなのか、ニーズと実態に乖離があるのか、その点は
いかがでしょうか。 

【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 毎年アンケートを実施しておりますが、回答者が高齢者福祉施設をどこまで網羅的
に把握されているかという点には、難しさを感じております。特別養護老人ホームや
認知症グループホームは名称から施設像を思い浮かべやすく、将来利用する施設とし
てイメージを持たれる方も多いと思われます。一方、軽費老人ホーム・ケアハウスや
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看護小規模多機能型居宅介護などは、入所対象やサービス内容が一般の方に伝わりに
くい面があります。特に看護小規模多機能型居宅介護は市内に施設がなく、専門職で
も把握していない方がいらっしゃるかもしれません。 
本調査は国の方針に基づき実施しているものですが、この結果のみで実態との整合性
をすべて判断できるものではなく、あくまで参考としての統計と捉えております。 

【堀田委員長】
 ありがとうございました。おっしゃるとおり、回答者は身近な方の入所などをイメ
ージして回答されているのかもしれません。その他、ご質問・ご意見はございますか。
よろしいでしょうか。 
 それでは、続きまして、次の協議事項の１番「第 10 期介護保険事業計画の基本方
針について」に入ります。事務局から説明をお願いします。 

〈協議事項〉
（１）第 10 期介護保険事業計画の基本方針について 

【事務局（鹿股介護保険係主査）】 
 協議事項の１番、第 10 期介護保険事業計画の基本方針について、ご説明いたしま
す。資料３－１をお願いいたします。
 この資料は次期計画、10 期計画期間の令和９年度から令和 11 年度の人口推計を示
したもので、１ページのグラフは、令和７年３月に改訂しました「第３期苫小牧市人
口ビジョン及び総合戦略」を基にした長期推計と、第 10 期計画期間の人口推計を示
したものでございます。総人口は長期的に減少が続く一方で、高齢者数の増加と高齢
化率の上昇は今後も続くとみられます。計画最終年の令和 11 年度には、高齢者数が
５万 2‚930 人、高齢化率は 33.0％になると想定しております。 
 ２ページをお願いいたします。高齢者数を年齢別に３区分でみたグラフでございま
す。65 歳から 74 歳の前期高齢者は、新たに高齢者となる年齢層が減少するため、減
少傾向が続くとみられます。一方、団塊の世代が含まれる 75 歳から 84 歳、そして 85
歳以上は、当面、増加が続くとみられます。 
続きまして、資料３－２をお願いいたします。これまでご説明した第９期計画の評
価、給付費の実績、アンケート調査結果などを踏まえ、第 10 期計画に向けた課題を、
八つに整理いたしました。順にご説明いたします。 
 まず、課題Ⅰ「高齢化の進行に対応した、自主的な介護予防・健康づくりの促進」
です。要介護認定を受けていない元気な高齢者でも、認知症リスクや転倒などの身体
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機能のリスクを抱える方が増えています。セルフケアの普及啓発や、住民自らが介護
予防活動の担い手となれるよう、人材の育成と活動支援が必要です。 
 課題Ⅱ「地域の状況に応じた、支え合いの仕組みと地域づくりの推進」です。市内
七つの日常生活圏域で高齢化の状況に差がみられます。担い手の確保が難しくなる中、
総合事業などの多様な主体によるサービスの充実に加え、地域ケア会議や生活支援体
制整備事業を推進し、地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくりに取り組むこ
とが必要です。 
 課題Ⅲ「頼れる身寄りがない高齢者等への切れ目のない支援体制の充実」です。一
人暮らし世帯の増加が想定される中、頼れる身寄りがない高齢者等は、身元保証や金
銭管理、緊急時の対応、死後の手続など、課題が複合化しやすくなります。行政や地
域包括支援センター、支援機関が連携し、切れ目のない支援を提供できる地域づくり
が求められます。 
 ２ページをお願いいたします。課題Ⅳ「家族介護者の支援」です。自宅で介護する
家族は、60 代以上が６割以上、80 歳以上も 17.7％みられ、いわゆる老老介護が多様
化していくと考えられます。相談対応や介護保険サービスの適切な利用など、実態や
ニーズに応じた支援の充実が必要です。 
 課題Ⅴ「認知症になっても地域で暮らし続けられる、支援体制の充実」です。本市
の認知症自立度Ⅲ以上の割合は、令和６年 10 月時点で 33.2％と、北海道の 23.7％、
全国の 26.7％を上回っています。認知症基本法などを踏まえ、認知症への理解促進や
予防に加え、ご本人やご家族の視点に配慮した支援が必要です。また、相談窓口の認
知度は３割に満たないことから、各種支援の一層の周知が必要です。 
 課題Ⅵ「安定的な介護サービス基盤の整備」です。自宅で暮らしたいと希望する方
が６割を占め、在宅サービスのニーズが高まると考えられます。必要なサービスを安
定的・継続的に供給する体制に加え、北海道が策定する新たな地域医療構想との整合
性を確保し、医療・介護連携による切れ目のない体制構築を図ることが必要です。 
 ３ページをお願いいたします。課題Ⅶ「介護人材確保と生産性向上の推進」です。
事業所の課題は「職員を確保できない」が最も多く 38.2％、欠員が生じている職種で
は介護職員が最も多くなっています。在宅介護の人材を中心とした確保・育成を進め
るとともに、介護テクノロジーの活用により業務を効率化し、生み出した時間をケア
に充てることで、サービスの質の向上につなげていくことが必要です。国の推計では、
2022 年度から 2040 年度までに全国で約 57 万人の新たな介護職員の確保が必要とし
ており、担い手不足が深刻となっている中、介護テクノロジーなどの活用を促進し、
業務の改善や効率化により介護サービスの質の向上にもつなげていく、生産性向上の
取組みの重要性がさらに高くなっています。 
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 課題Ⅷ「高齢者が安心して生活できる住環境の改善」です。要介護３以上でも半数
以上が施設入所を検討しておらず、多くの方が自宅での生活を希望されています。在
宅生活が継続できる住まいの確保や居住の改善、改正住宅セーフティネット法を踏ま
え、住宅部局と福祉部局が連携し、住まいの確保と生活の一体的な支援に取り組むこ
とが重要となってきます。 
 ４ページをお願いいたします。続きまして、この八つの課題を踏まえた、計画の骨
子案でございます。まず、基本理念でございます。第 10 期計画では、「健康で生きが
いを持ちながら、多様な支えあいで安心して暮らし続けるための地域共生社会の実現」
を基本理念といたしました。後期高齢者の増加が続く一方で担い手の不足が課題とな
る中、高齢者お一人おひとりが健康で生きがいを持ち、多様な主体が互いに支えあい
ながら、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域共生社会を目指すものでご
ざいます。 
 次に、この基本理念のもと、八つの課題に対応する形で、基本目標を五つ設定いた
しました。第９期の四つから、一つ増える形でございます。 
 ５ページをお願いいたします。基本目標１は「健康づくり、介護予防等による健康
な暮らしの実現」でございます。高齢者がいつまでも元気に暮らし続けられるよう、
自主的な健康づくりや介護予防活動を促進するとともに、住民自らが担い手となって
地域で活動を広げていけるよう、人材の育成と活動支援を進めてまいります。 
 基本目標２は「支えあい・家族支援によるまちづくりの推進」でございます。お一
人おひとりの生活や家族の状況を把握し、医療・福祉サービスや地域活動を中心とし
た支え合いの体制を充実させるとともに、老老介護など複雑化する家族介護者への支
援や、孤立しがちな高齢者、頼れる身寄りがない高齢者への切れ目のない支援に取り
組んでまいります。 
 基本目標３は「認知症への理解を広げ、いつまでも自分らしく暮らし続けられる地
域づくりの推進」で、認知症施策推進計画に当たる部分でございます。市民の皆様に
認知症への理解を広げ、予防に取り組むとともに、認知症になっても、ご本人やご家
族の尊厳を守りながら支える体制の充実を目指してまいります。 
 基本目標４は「介護保険事業の適正な運用・体制の整備」でございます。介護が必
要な方に適切なサービスが提供される体制を整えるとともに、医療と介護の連携を進
め、あわせて介護人材の確保・育成や、介護現場の生産性向上を支援してまいります。 
 基本目標５は「いつまでも暮らし続けられる生活環境の整備」でございます。自宅
で生活を続けられるよう住まいの確保や改善を進めるとともに、住宅、交通、公共施
設を中心とした暮らしやすい環境づくり、さらには災害時や感染症流行時の対策も進
めてまいります。 
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 このように、第 10 期計画では、五つの基本目標を柱として、高齢者お一人おひと
りが、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるまちづくりを、市民や地域、関係
機関の皆様とともに進めてまいりたいと考えております。今後、この五つの基本目標
のもとに、各事業・施策を位置づけてまいります。 
 以上が、第 10 期計画の基本方針でございます。本日ご説明した内容につきまして、
委員の皆様から忌憚のないご意見、ご感想を賜りますよう、お願いいたします。 

【堀田委員長】
 ありがとうございました。ただいまの説明について、皆様からご意見・ご質問はご
ざいますか。 

【池崎委員】 
 2 ページの認知症に関する部分について質問です。認知症サポーター養成講座には
積極的に取り組まれ、他市町村からの視察もあると伺っています。それにもかかわら
ず、認知症の方の割合が北海道の 23.7％を上回っているのは、何か要因があるのでし
ょうか。 

【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 本市は皆様のご協力を得ながら認知症施策を進めてまいりました。認知症自立度の
高い方の割合が高い直接的な要因は明らかではありませんが、今後、本市でも 85 歳
以上の年齢層が増加することから、認知症リスクを抱える年代の方が多くなっている
ことが関係していると考えられます。 
基本方針では、認知症基本法の改正を踏まえ、認知症施策推進計画を新たに取りまと
めることとしており、引き続き計画に基づき事業を展開してまいります。また、チー
ムオレンジの活動についても、地域包括支援センターと連携し、進め方を検討しなが
ら取り組んでまいります。 

【池崎委員】 
 ぜひ力を入れて取り組んでいただければと思います。 
次に、提案が 3点ございます。1点目は、課題Ⅰに掲げる「住民が介護予防活動の担
い手となる」点に関し、シルバーリハビリ体操指導士の取組をより一層強化していた
だきたいという点です。意欲のある方がいる一方、会場費等の負担で活動を広げられ
ない実情があるため、財政的支援も含めてご検討いただきたいと思います。 
2 点目は、高齢者が多く集まる地域のコミュニティセンターでの活動支援や、高齢者



17

の参加支援についてもご検討いただきたいという点です。 
3 点目は、在宅での生活を望む高齢者が多いことから、在宅での看取りという視点も
基本方針に加えていただきたいという点です。 

【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 シルバーリハビリ体操指導士は令和 2年から養成を開始し、人数は大きく増加して
おります。地域への展開が課題でしたが、リハビリテーション専門職の先生方の多大
なサポートにより、住民主体の通いの場づくりが着実に進展しております。シルバー
リハビリ体操指導士会も発足し、現在 50 数か所で、ふれあいサロンや介護事業所で
の体操実施、個人宅への訪問指導など活動が広がっており、これらの活動に対して行
政から補助金による支援を行うこととしております。 
また、本年 10 月には全国大会が本市で開催され、全国の指導士が集い、情報交換
会や交流会を通じて今後の活動につながることを期待しております。第 9 期・第 10
期計画を通じて介護予防に力を入れてまいります。コミュニティセンターでの活動に
ついても、行政と地域の皆様がどのような形で介護予防に取り組めるか、検討してま
いります。 

【事務局（小林保健医療介護推進室長）】
 「安定的な介護サービス基盤の整備」において、自宅での生活を希望する方が多く、
在宅サービスのニーズが高まると見込まれますが、高齢者を対象とする以上、この中
には医療の視点も不可欠と考えます。本計画は介護保険事業計画であるため「医療」
という文言は加えておりませんが、市の組織改革により、従来の福祉部が健康福祉部
となり、介護福祉課・健康づくり課・医療介護連携課が統合して保健医療介護推進室
が新設されました。北海道が策定する新たな地域医療構想は在宅医療が主な論点とな
ると考えられ、行政として確実に関与し対応していく方針で本室を立ち上げましたの
で、今後取り組んでまいります。 

【堀田委員長】
 その他、ご質問・ご意見はございますか。 

【畠山委員（苫小牧ケアマネジャー連絡会）】 
 22 ページについて、認知症に関する相談窓口を知っている方が 3割未満で、今後も
周知が必要とのお話がありました。受診までにも平均 2年 1か月を要している状況を
踏まえ、相談窓口を周知していく具体的な対策について、分かる範囲で教えてくださ
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い。 

【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 周知については、成果の出ている部分とそうでない部分があると認識しており、認
知度が 3割程度である現状を踏まえ、様々な形で PRしていく必要があると考えてお
ります。現役世代の方々は介護について事前に学ぶ機会が少なく、親の介護に直面し
て初めて対応に悩まれることが多いため、こうした層へのアプローチが必要です。 
本年、介護福祉課でインスタグラムを開設したように、幅広い世代にまず知ってい
ただくことが重要と考えます。本市はケアマネジャー連絡会をはじめ各支援機関との
連携が取れておりますので、そのつながりを生かし、時代に合った様々な情報ツール
を用いて、広く粘り強く発信してまいります。 

【小林保健医療介護推進室長】
 これまで認知症のウォーキングイベントなどを開催してまいりましたが、より多く
の方に取組を知っていただくため、昨年はスポーツ関連イベントと連携し、チームオ
レンジのオレンジ色のTシャツを着用して合同でウォーキングを実施しました。今後
も単独の取組にとどまらず、様々な催しと連携して周知を進めてまいります。連絡会
にも協力いただければ幸いです。 

【堀田委員長】
 ありがとうございます。それでは、協議事項の 2番「その他」について、事務局か
ら何かございますか。 

〈協議事項〉
（２）その他 

【事務局（佐藤介護福祉課長）】
 本日は貴重なご意見をありがとうございました。今後、この基本理念・基本目標を
もとに、具体的な事業内容を含めた第 10 期計画の素案を取りまとめる作業に入りま
す。その際には改めてご意見を頂戴したく、ご協力をお願いいたします。 
次回は 11 月 18 日を予定しており、第 10 期計画がある程度形となったものをお示
しできる見込みです。年度末に向けて介護給付費の見込みを行い、最終的に新たな保
険料が定まる流れとなり、作業は年度末近くまで続きますが、引き続き様々なご意見
をいただければと思います。次回の開催については改めてご案内いたしますので、ご
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予定くださいますようお願いいたします。 

【堀田委員長】
 ありがとうございました。ほかにご発言はございますか。なければ、本日の委員会
はこれにて終了いたします。皆様、お疲れさまでした。 

〈 閉 会 〉１９時４０分


